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平成 年 月 日（火）

号外第 号

16 12 28

203

毎週火 金曜日発行･

◇ 職員 修学部分休業 関 条例施行規則（ ）（給与課）………………………………………

公平委員会 事務 鳥取県 委託 地方公共団体 管理職員等 範囲 定 規則

及 地手当等 関 規則 一部 改正 規則（ ）（〃）………………………………

任期付職員 採用等 関 条例施行規則等 一部 改正 規則（ ）（〃）………………

職員 修学部分休業 関 条例施行規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県人事委員会委員長 奥 田 悦 子

職員 修学部分休業 関 条例施行規則

（趣旨）

第 条 規則 、職員 修学部分休業 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号。以下「条例」 。）

規定 基 職員 修学部分休業 関 必要 事項 定 。

（教育施設）

第 条 条例第 条第 項第 号 人事委員会規則 定 教育施設 、職員 施設 修学

公務 関 能力 向上 資 教育施設 、任命権者 人事委員会 承認 得

。

（修学部分休業 請求）

第 条 修学部分休業 承認 受 職員 、当該修学部分休業 承認 受 期間 始

日 前日 起算 日前 任命権者 請求 。

前項 請求 、修学部分休業 取得 予定 期間 全体 行 。

任命権者 、第 項 請求 、 内容 確認 必要 認 、当該請求 行 職

員 対 証明書類 提出 求 。

（修学部分休業 承認 決定）

第 条 任命権者 、前条第 項 請求 場合 、速 承認 決定 、当該請求 行

職員 対 当該決定 通知 。

（修学状況 変更 場合等 届出）

人委規則

鳥取県人事委員会規則第 号
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改 正 後 改 正 前

（調整額 取扱 ）

第 条 略

前項 規定 職員 地方公務員法（昭和 年法律

第 号）第 条 第 項 規定 修学部分休

業 承認 受 勤務 場合 職員 修学

部分休業 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号）

第 条 規定 勤務 時間当 給与額 計算

、給料 給料 調整額 加

基礎 給料月額 。

（調整額 取扱 ）

第 条 略

改 正 後 改 正 前

第 条 職員 、次 各号 該当

対 、前条 規定 適用 。

（ ） 略

（ ） 第 条第 項 定 昇給 時期以前 年前

、勤務日等（職員 勤務時間、休暇等 関

条例（平成 年鳥取県条例第 号。以下「勤務時

間条例」 。）第 条第 項及 県費負担教職

員 勤務時間、休暇等 関 条例（平成 年鳥取

県条例第 号。以下「県費負担教職員勤務時間条例」

。）第 条第 項 規定 勤務日等 。）

休日等（給与条例第 条 規定 祝日法

第 条 職員 、次 各号 該当

対 、前条 規定 適用 。

（ ） 略

（ ） 第 条第 項 定 昇給 時期以前 年前

、勤務日等（職員 勤務時間、休暇等 関

条例（平成 年鳥取県条例第 号。以下「勤務時

間条例」 。）第 条第 項及 県費負担教職

員 勤務時間、休暇等 関 条例（平成 年鳥取

県条例第 号。以下「県費負担教職員勤務時間条例」

。）第 条第 項 規定 勤務日等 。）

休日等（給与条例第 条 規定 祝日法
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第 条 修学部分休業 職員 、次 掲 場合 、遅滞 、 旨 任命権者 届 出

。

（ ） 修学部分休業 係 教育施設 課程 退学 場合

（ ） 修学部分休業 係 教育施設 課程 休学 場合

（ ） 前 号 掲 、地方公務員法（昭和 年法律第 号）第 条 第 項 承認 受

修学部分休業 内容 変更 場合

任命権者 、前項 届出 、 内容 確認 必要 認 、当該届出 行 職員

対 証明書類 提出 求 。

（雑則）

第 条 規則 定 、 規則 実施 関 必要 事項 、人事委員会 定 。

附 則

（施行期日）

規則 、条例 施行 日 施行 。

（職員 給料 調整額 関 規則 一部改正）

職員 給料 調整額 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正後 欄中項 表示 下線 引 項 加 。

（職員 初任給、昇格、昇給等 基準 関 規則 一部改正）

職員 初任給、昇格、昇給等 基準 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正後 欄中号 細目 下線 引 号 細目 加 。
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休日等及 年末年始 休日等 。） 除

日 、次 掲 事由 勤務 期

間及 任命権者（県費負担教職員 市町村

教育委員会） 承認 得 勤務 期間

通算 日 超 職員

～ 略

地方公務員法第 条 第 項 規定 修学

部分休業

（ ）～（ ） 略

休日等及 年末年始 休日等 。） 除

日 、次 掲 事由 勤務 期

間及 任命権者（県費負担教職員 市町村

教育委員会） 承認 得 勤務 期間

通算 日 超 職員

～ 略

（ ）～（ ） 略

改 正 後 改 正 前

（期末手当 係 在職期間）

第 条 略

前項 期間 算定 、次 掲 期間（外

国派遣職員及 公益法人等派遣職員 派遣期間中

相当 期間 含 。） 除算 。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 修学部分休業職員（地方公務員法第 条 第

項 規定 修学部分休業 承認 受

職員 。以下同 。） 勤務 期

間（当該対象期間中 勤務 時間 。）

、 分 期間

（勤勉手当 係 勤務期間）

第 条 略

前項 期間 算定 、次 掲 期間（外

国派遣職員及 公益法人等派遣職員 派遣期間中

相当 期間 含 。） 除算 。

（ ）～（ ） 略

（ ） 修学部分休業職員 勤務 期間

（当該対象期間中 勤務 時間 。）

（期末手当 係 在職期間）

第 条 略

前項 期間 算定 、次 掲 期間（外

国派遣職員及 公益法人等派遣職員 派遣期間中

相当 期間 含 。） 除算 。

（ ）及 （ ） 略

（勤勉手当 係 勤務期間）

第 条 略

前項 期間 算定 、次 掲 期間（外

国派遣職員及 公益法人等派遣職員 派遣期間中

相当 期間 含 。） 除算 。

（ ）～（ ） 略
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（期末手当及 勤勉手当 支給 関 規則 一部改正）

期末手当及 勤勉手当 支給 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次 改

正 。

次 表 改正後 欄中号 表示 下線 引 号 加 。

公平委員会 事務 鳥取県 委託 地方公共団体 管理職員等 範囲 定 規則及 地手当等

関 規則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県人事委員会委員長 奥 田 悦 子

公平委員会 事務 鳥取県 委託 地方公共団体 管理職員等 範囲 定 規則及 地手当
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改 正 後 改 正 前

別表（第 条関係）

～ 略

岸本町

機 関 職

議会事務局 局長

町 長 部 局 課長 合併推進室長 出納室長 行政

改革推進室長 参事

保 育 所 所長

保健福祉

ー

ー長

教育委員会

事務局

教育長 教育次長

公 民 館 館長

中 学 校 校長 教頭

小 学 校 校長 教頭

略

略

略

略

略

略

別表（第 条関係）

～ 略

略

略

略

略

略

略

伯耆町

機 関 職

議会事務局 局長

町 長 部 局 課長 出納室長 行政改革推進室長

合併調整室長 地域情報室長 参事

課長補佐（総務課 所属 限

。） 行政改革推進室長補佐 財政

係長 庶務係長

保 育 所 所長

教育委員会

事 務 局

教育長 次長

２
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２
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13
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る

等 関 規則 一部 改正 規則

（公平委員会 事務 鳥取県 委託 地方公共団体 管理職員等 範囲 定 規則 一部改正）

第 条 公平委員会 事務 鳥取県 委託 地方公共団体 管理職員等 範囲 定 規則（昭和 年鳥

取県人事委員会規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中別表 細目 表示 下線 引 別表 細目（以下 条 「移動別表細目」

。） 対応 次 表 改正後 欄中別表 細目 表示 下線 引 別表 細目（以下 条

「移動後別表細目」 。） 存在 場合 、当該移動別表細目 当該移動後別表細目 、移動

別表細目 対応 移動後別表細目 存在 場合 、当該移動別表細目 削 、移動後別表細目 対応

移動別表細目 存在 場合 、当該移動後別表細目 加 。
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公 民 館 館長

図 書 館 館長

学校給食共

同調理場

所長

写真美術館

事務局

局長

総合 ー

公園

所長

中 学 校 校長 教頭

小 学 校 校長 教頭

農業委員会

事務局

局長

～ 略 ～ 略

溝口町

機 関 職

議会事務局 局長

町 長 部 局 課長 室長 課長補佐（総務課 所属

限 。） 行政係長 財政

係長

保 育 所 所長

教育委員会

事務局

教育長

中 学 校 校長 教頭

小 学 校 校長 教頭

略

略

略

略

略

略

略

略

略

略

略

岸本町・南部町清掃施設管理組合

略

略

備考 略

略

略

略

略

略

略

略

略

略

略

略

南部町・伯耆町清掃施設管理組合

略

略

備考 略
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（ 地手当等 関 規則 一部改正）

第 条 地手当等 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次 改正 。
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改 正 後 改 正 前

別表第 （第 条関係）

地 学 校

所 在 地 学 校 名 級別

略

西伯郡伯耆町栃原 番地 日光小学校 級

西伯郡伯耆町添谷 番

地

日光小学校添谷分校 級

略

西伯郡伯耆町福岡 番

地

二部小学校福岡分校 級

別表第 （第 条関係）

地 学 校

所 在 地 学 校 名 級別

略

日野郡溝口町栃原 番地 日光小学校 級

日野郡溝口町添谷 番

地

日光小学校添谷分校 級

略

日野郡溝口町福岡 番

地

二部小学校福岡分校 級

改 正 後 改 正 前

（辞令又 通知書 交付）

第 条 任命権者（条例第 条第 項 規定 任命権

者 。） 、次 掲 場合 、職員（条例第

条 規定 職員 。以下同 。） 対 辞

令又 通知書 交付 。 、第

号 掲 場合 、辞令又 通知書 交付

適当 認 場合 、適当 方法

辞令又 通知書 交付 代 。

（辞令又 通知書 交付）

第 条 任命権者（条例第 条第 項 規定 任命権

者 。） 、次 掲 場合 、職員（条例第

条 規定 職員 。以下同 。） 対 辞

令又 通知書 交付 。 、第

号 掲 場合 、辞令又 通知書 交付

適当 認 場合 、適当 方法

辞令又 通知書 交付 代 。

１ ２

２

２

１

１ ２

２

２

１

２ ２ １

１

３

２ ２ １

１

３

へ き へ き

は の

に する

をいう は に げる には

に する をいう じ に して

は を しなければならない ただし

に げる のうち は の によ

らないことを と める は な をもっ

て は の に えることができる

は の

に する

をいう は に げる には

に する をいう じ に して

は を しなければならない ただし

に げる のうち は の によ

らないことを と める は な をもっ

て は の に えることができる

29

381

2086

29

381

2086

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 当該改正部分

対応 同表 改正後 欄中下線 引 部分 改 。

附 則

規則 、平成 年 月 日 施行 。

任期付職員 採用等 関 条例施行規則等 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県人事委員会委員長 奥 田 悦 子

任期付職員 採用等 関 条例施行規則等 一部 改正 規則

（任期付職員 採用等 関 条例施行規則 一部改正）

第 条 任期付職員 採用等 関 条例施行規則（平成 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 対応 同表

改正後 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該

改正部分 当該改正後部分 改 、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該改正後部分

加 。

の の の が かれた この において という を に

する の の が かれた に める

この は から する

の に する の を する をここに する

の に する の を する

の に する の

の に する の を のよう

に する

の の の が かれた この において という に する の

の が かれた この において という が する には

を に め に する が しない には を

える

17

16 12 28

14 23

１ １

１

鳥取県人事委員会規則第 号29
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（ ） 条例第 条 第 条 規定 任期

定 職員 採用 場合

（ ） 条例第 条 第 条 規定 任期

定 採用 職員（次号 「任期付職員」

。） 任期 更新 場合

（ ） 略

（特定任期付職員 号級 決定 基準）

第 条 特定任期付職員（条例第 条第 項 規定

特定任期付職員 。以下同 。） 号級 、

者 専門的 知識経験又 識見 度並 者 従

事 業務 困難及 重要 度 応 決定

、 決定 基準 標準的 場合 、次

表 定 。

略

（特定任期付職員業績手当）

第 条 条例第 条第 項 特 顕著 業績 挙

、同条第 項又 第 項 規定 特定任

期付職員 給料月額 決定 際 期待 業績

照 判断 。

（ ） 条例第 条 規定 任期 定 職員 採

用 場合

（ ） 条例第 条 規定 任期 定 採用

職員（次号 「任期付職員」 。）

任期 更新 場合

（ ） 略

（特定任期付職員 号級 決定 基準）

第 条 特定任期付職員（条例第 条第 項 規定

特定任期付職員 。以下同 。） 号級 、

者 専門的 知識経験又 識見 度並 者 従

事 業務 困難及 重要 度 応 決定

、 決定 基準 標準的 場合 、次

表 定 。

略

（特定任期付職員業績手当）

第 条 条例第 条第 項 特 顕著 業績 挙

、同条第 項又 第 項 規定 特定任

期付職員 給料月額 決定 際 期待 業績

照 判断 。

改 正 後 改 正 前

（短時間勤務職員 給料月額 端数計算）

第 条 職員 給与 関 条例（昭和 年鳥取県

条例第 号。以下「給与条例」 。）第 条

規定 短時間勤務職員（以下「短時間勤務職員」

。） 、同条 規定 給料月額

円未満 端数 、 端数 切 捨 額

当該職員 給料月額 。

（勤務 時間当 給与額 算出 基礎 給料

月額等）

第 条 略

給与条例第 条第 項及 第 項 規定 人事委

員会規則 定 時間数 、勤務時間条例第 条第

項若 第 項又 県費負担教職員勤務時間条例第

条第 項若 第 項 規定 定

者 勤務時間 者 週間当 勤務日（勤

務時間条例第 条及 県費負担教職員勤務時間条例第

（再任用短時間勤務職員 給料月額 端数計算）

第 条 職員 給与 関 条例（昭和 年鳥取県

条例第 号。以下「給与条例」 。）第 条

規定 再任用短時間勤務職員（以下「再任用短時

間勤務職員」 。） 、同条 規定

給料月額 円未満 端数 、 端数

切 捨 額 当該職員 給料月額 。

（勤務 時間当 給与額 算出 基礎 給料

月額等）

第 条 略

給与条例第 条第 項及 第 項 規定 人事委

員会規則 定 時間数 、勤務時間条例第 条第

項又 県費負担教職員勤務時間条例第 条第 項 規

定 定 者 勤務時間 者 週

間当 勤務日（勤務時間条例第 条及 県費負担

教職員勤務時間条例第 条 規定 勤務日 。

１ ２ ４

２ ２ ４

３

３ ７ １

４ ７ ４

２ ３

１ ２

２ ２

３

３ ４ １

４ ４ ４

２ ３

２ ２

３ ４ ２

１

１

２ １ ２

２ ２

３

２ ２ ３

１

５

２ ２

３ ４ ２

１

１

２ １ ２

２ ２

２ ２

１

５

５

から までの により を

めて を する

から までの により を

めて された において

という の を する

の の の

に する

をいう じ の は その

の な は の びにその が

する の び の に じて するもの

とし その の となるべき な は

の に めるとおりとする

の に な を げたか

どうかは は の により

の が された に された

に らして するものとする

の により を めて を

する

の により を めて され

た において という の

を する

の の の

に する

をいう じ の は その

の な は の びにその が

する の び の に じて するもの

とし その の となるべき な は

の に めるとおりとする

の に な を げたか

どうかは は の により

の が された に された

に らして するものとする

の の

の の に する

という の

に する

という について の による に

の があるときは その を り てた

をもって の とする

たりの の の となる の

び に する

で める は

しくは は

しくは の により められたそ

の の をその の たりの

び

の の

の の に する

という の

に する

という について の による

に の があるときは その を

り てた をもって の とする

たりの の の となる の

び に する

で める は

は の

により められたその の をその の

たりの び

に する をいう

26

23

16

26

23

16

（職員 給与 支給 関 規則 一部改正）

第 条 職員 給与 支給 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 対応 同表

改正後 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該

改正部分 当該改正後部分 改 、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該改正後部分

加 。

の の に する の

の の に する の を のように する

の の の が かれた この において という に する の

の が かれた この において という が する には

を に め に する が しない には を

える

２ ３27
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５
１

５

３ ２

２ １

８

４ ２

１ ２
３

１
８
２ ２ ３

１
１

５

４

１
８
２ ２ ３

１

１
５

１ ５

３ ２

２ １

８

４ ２

１ ２
３

１
８

２ ２
１

１ ５

４

１
８

２ ２
１

１
５

条 規定 勤務日 。以下同 。） 日数

除 得 時間 、 者 週間当 勤務

日 日数 除 得 数 乗 得 数 乗

得 時間数 。

給与条例第 条第 項 規定 特殊勤務手当

人事委員会規則 定 、職員 特殊勤務手

当 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 規定

特殊勤務手当 同条例第 条 規定 漁労

手当、同条例第 条 規定 多学年学級担当手当及

同条例第 条 規定 夜間看護手当 除 特殊勤

務手当並 警察職員 特殊勤務手当 関 条例

（昭和 年鳥取県条例第 号）第 条第 号 規定

特殊勤務手当 。 、当該手当 日

定 場合 、当該手当 支

給対象 勤務 、短時間勤務職員 正規 勤務時

間 割 振 日 正規 勤務時間外

勤務 、 、当該勤務 時間 当該勤務

日 正規 勤務時間 合計 時間 達

間 場合 当該手当 除 。

給与条例第 条第 項 規定 人事委員会規則

定 額 、次 掲 額 。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 月 定 特殊勤務手当 、

金額 乗 、 額 週間当 勤務

時間 乗 時間（短時間勤務職員

、勤務時間条例第 条第 項又 第 項

規定 定 者 勤務時間 者

週間当 勤務日 日数 除 得 時間）

（短時間勤務職員 、 者

週間当 勤務日 日数 除 得 数 乗

得 数） 乗 減 除 得

金額

（ ） 回 定 特殊勤務手当 、

金額 一 計算期間 合計額 乗 、

額 週間当 勤務時間 乗

時間（短時間勤務職員 、勤務時間条例

第 条第 項又 第 項 規定 定

者 勤務時間 者 週間当 勤務日

日数 除 得 時間） （短時間勤務職員

、 者 週間当 勤務日 日数

除 得 数 乗 得 数） 乗

減 除 得 金額

以下同 。） 日数 除 得 時間 、 者

週間当 勤務日 日数 除 得 数

乗 得 数 乗 得 時間数 。

給与条例第 条第 項 規定 特殊勤務手当

人事委員会規則 定 、職員 特殊勤務手

当 関 条例（昭和 年鳥取県条例第 号） 規定

特殊勤務手当 同条例第 条 規定 漁労

手当、同条例第 条 規定 多学年学級担当手当及

同条例第 条 規定 夜間看護手当 除 特殊勤

務手当並 警察職員 特殊勤務手当 関 条例

（昭和 年鳥取県条例第 号）第 条第 号 規定

特殊勤務手当 。 、当該手当 日

定 場合 、当該手当 支

給対象 勤務 、再任用短時間勤務職員 正規

勤務時間 割 振 日 正規 勤務時間外

勤務 、 、当該勤務 時間 当該勤務

日 正規 勤務時間 合計 時間

達 間 場合 当該手当

除 。

給与条例第 条第 項 規定 人事委員会規則

定 額 、次 掲 額 。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 月 定 特殊勤務手当 、

金額 乗 、 額 週間当 勤務

時間 乗 時間（再任用短時間勤

務職員 、勤務時間条例第 条第 項 規

定 定 者 勤務時間 者

週間当 勤務日 日数 除 得 時間）

（再任用短時間勤務職員 、 者

週間当 勤務日 日数 除 得 数

乗 得 数） 乗 減 除

得 金額

（ ） 回 定 特殊勤務手当 、

金額 一 計算期間 合計額 乗 、

額 週間当 勤務時間 乗

時間（再任用短時間勤務職員 、勤務時

間条例第 条第 項 規定 定 者

勤務時間 者 週間当 勤務日 日数

除 得 時間） （再任用短時間勤務職員

、 者 週間当 勤務日 日

数 除 得 数 乗 得 数） 乗

減 除 得 金額

に する をいう じ の で

して た に にその の たりの

の を で して た を じて た を じて

た とする

に する のう

ち で めるものは の

に する に

する のうち に する

に する

び に する を く

びに の に する

に す

る とする ただし が によっ

て められたものである であって の

となる が が の

が り られた において の にした

であり かつ の と をした

における の との が に する

までの のものである における を く

に する で

める は に げる とする

び

によって められた については

その に を じ その を たりの

に を じたものから

にあっては は

の により められたその の をその

の たりの の で して た

に にあっては にその の

たりの の を で して た を

じて た を じたものを じたもので して

た

によって められた については

その の の の に を じ その

を たりの に を じたものから

にあっては

は の により められたそ

の の をその の たりの の

で して た に にあっ

ては にその の たりの の を

で して た を じて た を じたものを

じたもので して た

じ の で して た に にその

の たりの の を で して た を

じて た を じて た とする

に する のう

ち で めるものは の

に する に

する のうち に する

に する

び に する を く

びに の に する

に す

る とする ただし が によっ

て められたものである であって の

となる が が の

が り られた において の

にした であり かつ の と

をした における の との が に

するまでの のものである における を

く

に する で

める は に げる とする

び

によって められた については

その に を じ その を たりの

に を じたものから

にあっては の

により められたその の をその の

たりの の で して た に

にあっては にその の

たりの の を で して た を

じて た を じたものを じたもので して

た

によって められた については

その の の の に を じ その

を たりの に を じたものから

にあっては

の により められたその

の をその の たりの の

で して た に に

あっては にその の たりの の

を で して た を じて た を じたも

のを じたもので して た

18

16

27 39
11

16
24

29 40

16

12
52

18 18

12
52

18
18

18

16

27 39
11

16
24

29 40

16

12
52

18
18

12
52

18
18

（警察職員 特殊勤務手当 支給 関 規則 一部改正）

第 条 警察職員 特殊勤務手当 支給 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 対応 同表

改正後 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該

の の に する の

の の に する の を のよ

うに する

の の の が かれた この において という に する の

の が かれた この において という が する には

３ 29 16
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改 正 後 改 正 前

（作業手当 額等）

第 条 略

略

次 各号 掲 作業 職員 給与 関 条例

（昭和 年鳥取県条例第 号）第 条 規定

再任用短時間勤務職員（以下「再任用短時間勤務職員

」 。） 従事 場合 作業手当（月

定 限 。） 額 、第 項第

号 、第 号 、第 号 （ ）及 （ ）並

第 号 （ ） 規定 、 規定

額 職員 勤務時間、休暇等 関 条例（平成

年鳥取県条例第 号。以下「勤務時間条例」 。

）第 条第 項 規定 定 者 勤務

時間 同条第 項 規定 勤務時間 除 得 数

乗 得 額 。

（ ）～（ ） 略

～ 略

（作業手当 額等）

第 条 略

略

次 掲 作業 職員 給与 関 条例（昭和

年鳥取県条例第 号）第 条 規定 短時間勤

務職員（以下「短時間勤務職員」 。） 従事

場合 作業手当（月 定

限 。） 額 、第 項第 号 、第 号 、第

号 （ ）及 （ ）並 第 号 （ ） 規定

、 規定 額 職員 勤務時

間、休暇等 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号）

第 条第 項又 第 項 規定 定

者 勤務時間 同条第 項 規定 勤務時間 除

得 数 乗 得 額 。

（ ）～（ ） 略

～ 略

改 正 後 改 正 前

（手当 支給 特例）

第 条 略

前項 規定 、次 掲 特殊勤務手当

支給 業務 給与条例第 条 規定 再

任用短時間勤務職員（以下「再任用短時間勤務職員」

。） 従事 場合 当該特殊勤務手当

額 、 条例 規定 額 勤務時間条例第

条第 項 規定 定 者 勤務時間

同条第 項 規定 勤務時間 除 得 数 乗

得 額 。

（ ）～（ ） 略

前 項 規定 、再任用短時間勤務職員

月 日 末日 間 前項各号 掲

特殊勤務手当 支給 業務 従事 日数

月 現日数 勤務時間条例第 条第 項 規定

週休日 日数（ 月 中途 新 採用

職員 他 人事委員会 定 職員 、

（手当 支給 特例）

第 条 略

前項 規定 、次 掲 特殊勤務手当

支給 業務 給与条例第 条 規定 短

時間勤務職員（以下「短時間勤務職員」 。）

従事 場合 当該特殊勤務手当 額 、

条例 規定 額 勤務時間条例第 条第 項又

第 項 規定 定 者 勤務時間

同条第 項 規定 勤務時間 除 得 数 乗

得 額 。

（ ）～（ ） 略

前 項 規定 、短時間勤務職員 月

日 末日 間 前項各号 掲 特殊

勤務手当 支給 業務 従事 日数 月

現日数 勤務時間条例第 条第 項 規定 週休

日 日数（ 月 中途 新 採用 職

員 他 人事委員会 定 職員 、人事

の

の に げる に の に する

の に する
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ア ア アの ア びイの ア びに

アの ア の にかかわらず それぞれに

する に の に する

という

の により められたその の
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の にかかわらず

の の から までの における に げ

る の される に した がそ

の の から に す

る の その の において たに さ

れた その の の める にあっては

の の

の にかかわらず に げる

が される に の に する

という が

した における の は それ

ぞれ に する に

は の により められたその の を

に する で して た を じ

て た とする

の にかかわらず の の

から までの における に げる

の される に した がその の

から に する

の その の において たに された

その の の める にあっては
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改正部分 当該改正後部分 改 、改正部分 対応 改正後部分 存在 場合 、当該改正部分 削

、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該改正後部分 加 。

（職員 特殊勤務手当 支給 関 規則 一部改正）

第 条 職員 特殊勤務手当 支給 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 対応 同表

改正後 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該

改正部分 当該改正後部分 改 、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該改正後部分

加 。

を に め に する が しない には を

り に する が しない には を える

の の に する の

の の に する の を のように

する

の の の が かれた この において という に する の

の が かれた この において という が する には

を に め に する が しない には を

える
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人事委員会 定 日数） 差 引 日数（以下

項 「要勤務日数」 。） 常時勤

務 要 職員 要勤務日数 考慮 人事委員会

定 数（以下 項 「特定数」 。）

除 得 数 乗 得 日数（ 日数 日未

満 端数 、 四捨五入 得 日数。

以下 項 同 。）未満 場合 特殊勤

務手当 額 、当該業務 従事 日数 要勤務日数

特定数 除 得 数 乗 得 日数以上要

勤務日数 特定数 除 得 数 乗 得 日

数未満 場合 分 、 日以上

要勤務日数 特定数 除 得 数 乗 得

日数未満 場合 分 、

前項 規定 求 額 乗 得 額

。

略

委員会 定 日数） 差 引 日数（以下 項

「要勤務日数」 。） 常時勤務

要 職員 要勤務日数 考慮 人事委員会 定

数（以下 項 「特定数」 。） 除

得 数 乗 得 日数（ 日数 日未満

端数 、 四捨五入 得 日数。以

下 項 同 。）未満 場合 特殊勤務

手当 額 、当該業務 従事 日数 要勤務日数

特定数 除 得 数 乗 得 日数以上要勤

務日数 特定数 除 得 数 乗 得 日数

未満 場合 分 、 日以上要

勤務日数 特定数 除 得 数 乗 得 日

数未満 場合 分 、

前項 規定 求 額 乗 得 額 。

略

改 正 後 改 正 前

（給料 調整 行 職及 調整額）

第 条 略

職員 給料 調整額 、当該職員 適用 給料

表及 職務 級 応 別表第 掲 調整基本額

者 係 別表第 調整数欄 掲 調整数

乗 得 額（給与条例第 条 規定 短時間

勤務職員（以下「短時間勤務職員」 。）

、 額 職員 勤務時間、休暇等 関 条例

（平成 年鳥取県条例第 号。以下「勤務時間条例」

。）第 条第 項若 第 項又 県費負担

教職員 勤務時間、休暇等 関 条例（平成 年鳥

取県条例第 号。以下「県費負担教職員勤務時間条例」

。）第 条第 項若 第 項 規定

定 者 勤務時間 勤務時間条例第 条第

項又 県費負担教職員勤務時間条例第 条第 項

規定 勤務時間 除 得 数 乗 得 額 、

額 円未満 端数 、 端数 切

捨 額 。） 。 、 額 給料

月額 分 超 、給料月額 分

相当 額（短時間勤務職員 、 額

円未満 端数 、 端数 切 捨

（給料 調整 行 職及 調整額）

第 条 略

職員 給料 調整額 、当該職員 適用 給料

表及 職務 級 応 別表第 掲 調整基本額

者 係 別表第 調整数欄 掲 調整数

乗 得 額（給与条例第 条 規定 再任用

短時間勤務職員（以下「再任用短時間勤務職員」

。） 、 額 職員 勤務時間、休暇等

関 条例（平成 年鳥取県条例第 号。以下「勤

務時間条例」 。）第 条第 項又 県費負担教

職員 勤務時間、休暇等 関 条例（平成 年鳥取

県条例第 号。以下「県費負担教職員勤務時間条例」

。）第 条第 項 規定 定

者 勤務時間 勤務時間条例第 条第 項又 県費負

担教職員勤務時間条例第 条第 項 規定 勤務時

間 除 得 数 乗 得 額 、 額 円

未満 端数 、 端数 切 捨 額

。） 。 、 額 給料月額 分

超 、給料月額 分 相当

額（再任用短時間勤務職員 、 額 円未

満 端数 、 端数 切 捨 額）
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（職員 給料 調整額 関 規則 一部改正）

第 条 職員 給料 調整額 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次 改正

。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 対応 同表

改正後 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該

改正部分 当該改正後部分 改 、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該改正後部分

加 。

の の に する の

の の に する の を のように す

る

の の の が かれた この において という に する の

の が かれた この において という が する には

を に め に する が しない には を

える
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額） 。 。

改 正 後 改 正 前

（教育職給料表）

第 条 教育職給料表（ ） 、次 掲 職員 対

適用 。

（ ） 高等学校、盲学校、聾学校又 養護学校 校長、

教頭、教諭、養護教諭、講師（常時勤務 者及

地方公務員法（昭和 年法律第 号）第 条

第 項 規定 短時間勤務 職 占 職員（以

下「再任用短時間勤務職員」 。） 限 。）、

助教諭、養護助教諭、実習助手及 寄宿舎指導員

（ ）～（ ） 略

略

教育職給料表（ ） 、次 掲 職員 対 適用

。

（ ） 中学校又 小学校 校長、教頭、教諭、養護教

諭、講師（常時勤務 者及 再任用短時間勤務職

員 限 。）、助教諭及 養護助教諭

（ ）～（ ） 略

略

（教育職給料表）

第 条 教育職給料表（ ） 、次 掲 職員 対

適用 。

（ ） 高等学校、盲学校、聾学校又 養護学校 校長、

教頭、教諭、養護教諭、講師（常時勤務 者及

地方公務員法（昭和 年法律第 号）第 条

第 項 規定 短時間勤務 職 占 職員（以

下「短時間勤務職員」 。） 限 。）、助教諭、

養護助教諭、実習助手及 寄宿舎指導員

（ ）～（ ） 略

略

教育職給料表（ ） 、次 掲 職員 対 適用

。

（ ） 中学校又 小学校 校長、教頭、教諭、養護教

諭、講師（常時勤務 者及 短時間勤務職員 限

。）、助教諭及 養護助教諭

（ ）～（ ） 略

略

改 正 後 改 正 前

（昇給 勤務成績 証明）

第 条 給与条例第 条第 項又 次条 規定 昇

給 、昇給 者 勤務成績 、

者 職務 監督 地位 者 証明 得

行 。

略

（最高号給 超 昇給）

第 条 職務 級 最高 号給又 最高 号給 超

（昇給 勤務成績 証明）

第 条 給与条例第 条第 項又 第 条 規定

昇給 、昇給 者 勤務成績 、

者 職務 監督 地位 者 証明

得 行 。

略

（最高号給 超 昇給）

第 条 職務 級 最高 号給又 最高 号給 超

とする する
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（給料表 適用範囲 関 規則 一部改正）

第 条 給料表 適用範囲 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 当該改正部分

対応 同表 改正後 欄中下線 引 部分 改 。

（職員 初任給、昇格、昇給等 基準 関 規則 一部改正）

第 条 職員 初任給、昇格、昇給等 基準 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 対応 同表

改正後 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該

改正部分 当該改正後部分 改 、改正部分 対応 改正後部分 存在 場合 、当該改正部分 削

、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該改正後部分 加 。

の に する の

の に する の を のように する

の の の が かれた この において という を に

する の の が かれた に める

の の に する の

の の に する の を

のように する

の の の が かれた この において という に する の

の が かれた この において という が する には

を に め に する が しない には を

り に する が しない には を える

６ ７

７

32

32 10
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給料月額 受 職員（地方公務員 育児休業等 関

法律（平成 年法律第 号）第 条第 項又

任期付職員 採用等 関 条例（平成 年鳥取県条

例第 号）第 条若 第 条 規定 任期

定 採用 職員 除 。次条、第 条、第 条、

第 条、第 条、第 条及 第 条 同 。）

現 受 給料月額 受 至 時 給

与条例第 条第 項 書 規定 期間 良好

成績 勤務 、 者 属 職務 級 最

高 号給 号給下位 号給 差額 者

現 受 給料月額 加 額 昇給

。

第 条 職員 、次 各号 該当

対 、前条 規定 適用 。

（ ） 略

（ ） 第 条第 項 定 昇給 時期以前 年前

、勤務日等（職員 勤務時間、休暇等 関

条例（平成 年鳥取県条例第 号。以下「勤務時

間条例」 。）第 条第 項及 県費負担教職

員 勤務時間、休暇等 関 条例（平成 年鳥取

県条例第 号。以下「県費負担教職員勤務時間条例」

。）第 条第 項 規定 勤務日等 。）

休日等（給与条例第 条 規定 祝日法

休日等及 年末年始 休日等 。） 除

日 、次 掲 事由 勤務 期

間及 任命権者（県費負担教職員 市町村

教育委員会） 承認 得 勤務 期間

通算 日 超 職員

略

地方公務員 育児休業等 関 法律第 条

規定 育児休業又 同法第 条第 項 規定

部分休業

～ 略

（ ）～（ ） 略

給料月額 受 職員 現 受 給料月額 受

至 時 給与条例第 条第 項 書

規定 期間 良好 成績 勤務 、 者

属 職務 級 最高 号給 号給下位 号

給 差額 者 現 受 給料月額 加 額

昇給 。

第 条 職員 、次 各号 該当

対 、前条 規定 適用 。

（ ） 略

（ ） 第 条第 項 定 昇給 時期以前 年前

、勤務日等（職員 勤務時間、休暇等 関

条例（平成 年鳥取県条例第 号。以下「勤務時

間条例」 。）第 条第 項及 県費負担教職

員 勤務時間、休暇等 関 条例（平成 年鳥取

県条例第 号。以下「県費負担教職員勤務時間条例」

。）第 条第 項 規定 勤務日等 。）

休日等（給与条例第 条 規定 祝日法

休日等及 年末年始 休日等 。） 除

日 、次 掲 事由 勤務 期

間及 任命権者（県費負担教職員 市町村

教育委員会） 承認 得 勤務 期間

通算 日 超 職員

略

地方公務員 育児休業等 関 法律（平成

年法律第 号）第 条 規定 育児休業又

同法第 条第 項 規定 部分休業

～ 略

（ ）～（ ） 略

改 正 後 改 正 前

（短時間勤務職員 係 通勤手当 減額）

第 条 略

（再任用短時間勤務職員 係 通勤手当 減額）

第 条 略
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（通勤手当 支給 関 規則 一部改正）

第 条 通勤手当 支給 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分 同表 改正後 欄中下線 引 部分 改 。

（管理職手当 関 規則 一部改正）

第 条 管理職手当 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 当該改正部分

の に する の

の に する の を のように する

の の の が かれた を の の が かれた に める

に する の

に する の を のように する

の の の が かれた この において という を に

８

９
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平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 203 13

改 正 後 改 正 前

（支給額）

第 条 前条 規定 職 占 職員 支給 管理

職手当 額 、当該職 占 職員 給料月額 、別

表右欄 掲 区分 応 、次 掲 支給割合 乗

得 額（給与条例第 条 規定 短時間勤

務職員 、 額 円未満 端数

、 端数 切 捨 額） 。

（ ）～（ ） 略

（支給額）

第 条 前条 規定 職 占 職員 支給 管理

職手当 額 、当該職 占 職員 給料月額 、別

表右欄 掲 区分 応 、次 各号 掲 支給割

合 乗 得 額（給与条例第 条 規定 再

任用短時間勤務職員 、 額 円未満 端

数 、 端数 切 捨 額） 。

（ ）～（ ） 略

改 正 後 改 正 前

第 条 条例第 条 第 項 規定 人事委員

会規則 定 管理又 監督 地位 職員 、管

理職手当 関 規則 規定 管理職手当 係

区分 種又 種 職 占 職員、任期付研究員

採用等 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号。

以下「任期付研究員条例」 。）第 条第 項

給料表 適用 受 職員（ 号給以上 給料月額

受 職員 限 。以下「任期付研究員」 。）

及 任期付職員 採用等 関 条例（平成 年鳥取

県条例第 号。以下「任期付職員条例」 。）第

条第 項 給料表 適用 受 職員（ 号給以上

給料月額 受 職員 限 。以下「特定任期付職

員」 。） 。

略

別表第 （第 条 関係）

給 料 表 職 員 加算割合

略

任期付職員条例第 条第

項 給料表

略

備考 略

第 条 条例第 条 第 項 規定 人事委員

会規則 定 管理又 監督 地位 職員 、管

理職手当 関 規則 規定 管理職手当 係

区分 種又 種 職 占 職員、任期付研究員

採用等 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号。

以下「任期付研究員条例」 。）第 条第 項

給料表 適用 受 職員（ 号給以上 給料月額

受 職員 限 。以下「任期付研究員」 。）

及 任期付職員 採用等 関 条例（平成 年鳥取

県条例第 号。以下「任期付職員条例」 。）第

条第 項 給料表 適用 受 職員（ 号給以上

給料月額 受 職員 限 。以下「特定任期付職

員」 。） 。

略

別表第 （第 条 関係）

給 料 表 職 員 加算割合

略

任期付職員条例第 条第

項 給料表

略

備考 略

３

４ ２

１

１ ６

３

４ ２

１

１ ６

２ ４ ４ ５

１ ２

４

６ １

４

７ １ ５

２

１ ２ ３

７

１

２ ４ ４ ５

１ ２

４

６ １

４

４ １ ５

２

１ ２ ３

４

１

に する を める に する

の は を める の に

に げる に じ に げる を

じて た の に する

について その に の があるとき

は その を り てた とする

に する を める に する

の は を める の に

に げる に じ の に げる

を じて た の に する

について その に の

があるときは その を り てた とする

の の に する

で める は の にある は

に する の による に る

が は の を める

の に する

という の

の を ける の を

ける に る という

び の に する

という

の の を ける

の を ける に る

という とする

の

の

の の に する

で める は の にある は

に する の による に る

が は の を める

の に する

という の

の を ける の を

ける に る という

び の に する

という

の の を ける

の を ける に る

という とする

の

の

16

13

14

67

16

13

14

67

対応 同表 改正後 欄中下線 引 部分 改 。

（期末手当及 勤勉手当 支給 関 規則 一部改正）

第 条 期末手当及 勤勉手当 支給 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 当該改正部分

対応 同表 改正後 欄中下線 引 部分 改 。

（職員 旅費 関 条例施行規則 一部改正）

第 条 職員 旅費 関 条例施行規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次 改正

。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分 同表 改正後 欄中下線 引 部分 改 。

する の の が かれた に める

び の に する の

び の に する の を のよう

に する

の の の が かれた この において という を に

する の の が かれた に める

の に する の

の に する の を のように す

る

の の の が かれた を の の が かれた に める
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改 正 後 改 正 前

（国家公務員 職務 級 相当 職員 職務 級）

第 条 略

及 略

任期付職員 採用等 関 条例（平成 年鳥取県

条例第 号）第 条第 項 規定 特定任期付職員

、任命権者 人事委員会 協議 定

、行政職級号給 第 項 規定 適用

。

（国家公務員 職務 級 相当 職員 職務 級）

第 条 略

及 略

任期付職員 採用等 関 条例（平成 年鳥取県

条例第 号）第 条第 項 規定 特定任期付職員

、任命権者 人事委員会 協議 定

、行政職級号給 第 項 規定 適用

。

改 正 後 改 正 前

（短時間勤務職員 教職調整額 端数計算）

第 条 職員 給与 関 条例（昭和 年鳥取県条例

第 号）第 条 規定 短時間勤務職員

、条例第 条第 項 規定 教職調整額 円

未満 端数 、 端数 切 捨 額

当該職員 教職調整額 。

（再任用短時間勤務職員 教職調整額 端数計算）

第 条 職員 給与 関 条例（昭和 年鳥取県条例

第 号）第 条 規定 再任用短時間勤務職員

、条例第 条第 項 規定 教職調整額

円未満 端数 、 端数 切 捨

額 当該職員 教職調整額 。

改 正 後 改 正 前

（義務教育等教員特別手当 月額）

第 条 義務教育等教員特別手当 月額 、次 各号

掲 職員 区分 応 、当該各号 掲 額（条

例第 条 規定 短時間勤務職員 、

額 職員 勤務時間、休暇等 関 条例（平成

年鳥取県条例第 号。以下「勤務時間条例」 。）

第 条第 項若 第 項又 県費負担教職員 勤

務時間、休暇等 関 条例（平成 年鳥取県条例第

号。以下「県費負担教職員勤務時間条例」 。）

第 条第 項若 第 項 規定 定

者 勤務時間 勤務時間条例第 条第 項又 県

（義務教育等教員特別手当 月額）

第 条 義務教育等教員特別手当 月額 、次 各号

掲 職員 区分 応 、当該各号 掲 額（条

例第 条 規定 再任用短時間勤務職員

、 額 職員 勤務時間、休暇等 関 条例

（平成 年鳥取県条例第 号。以下「勤務時間条例」

。）第 条第 項又 県費負担教職員 勤務時

間、休暇等 関 条例（平成 年鳥取県条例第 号。

以下「県費負担教職員勤務時間条例」 。）第

条第 項 規定 定 者 勤務時間

勤務時間条例第 条第 項又 県費負担教職員勤務時
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（教職調整額 支給方法等 関 規則 一部改正）

第 条 教職調整額 支給方法等 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次 改

正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 当該改正部分

対応 同表 改正後 欄中下線 引 部分 改 。

（義務教育等教員特別手当 関 規則 一部改正）

第 条 義務教育等教員特別手当 関 規則（昭和 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次 改

正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 対応 同表

改正後 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該

改正部分 当該改正後部分 改 、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該改正後部分

加 。

の に する の

の に する の を のように

する

の の の が かれた この において という を に

する の の が かれた に める

に する の

に する の を のように

する

の の の が かれた この において という に する の

の が かれた この において という が する には

を に め に する が しない には を

える

12 47

13 50 19

１
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費負担教職員勤務時間条例第 条第 項 規定 勤

務時間 除 得 数 乗 得 額 、 額

円未満 端数 、 端数 切 捨

額 。） 。

（ ）～（ ） 略

間条例第 条第 項 規定 勤務時間 除 得

数 乗 得 額 、 額 円未満 端数

、 端数 切 捨 額 。） 。

（ ）～（ ） 略

改 正 後 改 正 前

（管理職員特別勤務手当 額等）

第 条 給与条例第 条 第 項 人事委員会規則

定 額 、次 各号 掲 職員 区分 応 、当

該各号 定 額 。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 任期付職員 採用等 関 条例（平成 年鳥

取県条例第 号。以下「任期付職員条例」 。）

第 条第 項 規定 特定任期付職員 次 掲

当該職員 受 同項 給料表 号給又 給料月

額 応 、 定 額

号給及 号給並 任期付職員条例第 条

第 項 規定 給料月額 万 円

～ 略

略

（管理職員特別勤務手当 額等）

第 条 給与条例第 条 第 項 人事委員会規則

定 額 、次 各号 掲 職員 区分 応 、当

該各号 定 額 。

（ ）及 （ ） 略

（ ） 任期付職員 採用等 関 条例（平成 年鳥

取県条例第 号。以下「任期付職員条例」 。）

第 条第 項 規定 特定任期付職員 次 掲

当該職員 受 同項 給料表 号給又 給料月

額 応 、 定 額

号給及 号給並 任期付職員条例第 条

第 項 規定 給料月額 万 円

～ 略

略

改 正 後 改 正 前

（時間外勤務 命 際 考慮）

第 条 略

任命権者 、条例第 条第 項 規定 基 正規

勤務時間以外 時間 短時間勤務職員（条例

第 条第 項 規定 短時間勤務職員 。以下

同 。） 勤務 命 場合 、短時間勤

務職員 正規 勤務時間 常時勤務 要 職員 勤

務時間 短 定 趣旨 十分留意

。

（時間外勤務 命 際 考慮）

第 条 略

任命権者 、条例第 条第 項 規定 基 正規

勤務時間以外 時間 再任用短時間勤務職員

（条例第 条第 項 規定 再任用短時間勤務職員

。以下同 。） 勤務 命 場合

、再任用短時間勤務職員 正規 勤務時間 常時勤

務 要 職員 勤務時間 短 定 趣

旨 十分留意 。

２ １

１

１ ５

２ １

１

１ ５

３ ３ ２

１ ２

３

７ １

６ ７ ７

３ １

２

３ ３ ２

１ ２

３

４ １

６ ７ ４

３ １

２

２ ２

３ １

２ ２

２ ２
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に する で して た

を じて た とし その に の があ

るときは その を り てた とする とする

の

の の で

める は の に げる の に じ

に める とする

び

の に する

という

に する に げ

る が ける の の は

に じ それぞれに める

ア び びに

の による

イ エ

の

の の で

める は の に げる の に じ

に める とする

び

の に する

という

に する に げ

る が ける の の は

に じ それぞれに める

ア び びに

の による

イ エ

を ずる の

は の に づき

の の において

に する をいう

じ に することを ずる には

の の が を する の

より く められている に しなけ

ればならない

を ずる の

は の に づき

の の において

に する

をいう じ に することを ずる に

は の の が

を する の より く められている

に しなければならない

16

14

67

2,000

16

14

67

2,000

10

10

10

10

（管理職員特別勤務手当 支給 関 規則 一部改正）

第 条 管理職員特別勤務手当 支給 関 規則（平成 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 当該改正部分

対応 同表 改正後 欄中下線 引 部分 改 。

（職員 勤務時間、休暇等 関 規則 一部改正）

第 条 職員 勤務時間、休暇等 関 規則（平成 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次 改

正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 対応 同表

改正後 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該

改正部分 当該改正後部分 改 、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該改正後部分

加 。

の に する の

の に する の を のよう

に する

の の の が かれた この において という を に

する の の が かれた に める

の に する の

の に する の を のように

する

の の の が かれた この において という に する の

の が かれた この において という が する には

を に め に する が しない には を

える

14 26

15 15

３

６
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（年次有給休暇 日数）

第 条 条例第 条第 項第 号 人事委員会規則

定 日数 、 時間 条例第 条第 項又 第

項 基 定 短時間勤務職員 勤務時間数

除 得 数 乗 得 時間数 、 日当

平均勤務時間数 日 日 換算 得 日

数（当該日数 日未満 端数 、

四捨五入 得 日数） 。 、 日数

労働基準法（昭和 年法律第 号）第 条 規定

付与 日数 下回 場合 、

同条 規定 付与 日数

。

略

第 条 条例第 条第 項第 号 人事委員会規則 定

日数 、当該職員 採用 月 応 、別表第

日数欄 掲 日数（短時間勤務職員 、

者 勤務時間等 考慮 人事委員会 別 定

日数 。以下 条 「基本日数」

。） 。

～ 略

（年次有給休暇 単位及 計算）

第 条 略

前項 規定 、短時間勤務職員 年次有

給休暇 単位 、 時間 。

職員（短時間勤務職員 除 。） 時間 単位

使用 年次有給休暇 、日 換算 場合 、

時間 日 。

短時間勤務職員 時間 単位 使用 年次

有給休暇 日 換算 場合 、 日当 平均勤

務時間数 日 。

（年次有給休暇 日数）

第 条 条例第 条第 項第 号 人事委員会規則

定 日数 、 時間 条例第 条第 項 基

定 再任用短時間勤務職員 勤務時間数

除 得 数 乗 得 時間数 、 日当

平均勤務時間数 日 日 換算 得 日数

（当該日数 日未満 端数 、 四

捨五入 得 日数） 。 、 日数 労

働基準法（昭和 年法律第 号）第 条 規定

付与 日数 下回 場合 、

同条 規定 付与 日数

。

略

第 条 条例第 条第 項第 号 人事委員会規則 定

日数 、当該職員 採用 月 応 、別表第

日数欄 掲 日数（再任用短時間勤務職員

、 者 勤務時間等 考慮 人事委員会 別

定 日数 。以下 条 「基本日数」

。） 。

～ 略

（年次有給休暇 単位及 計算）

第 条 略

前項 規定 、再任用短時間勤務職員

年次有給休暇 単位 、 時間 。

職員（再任用短時間勤務職員 除 。） 時間

単位 使用 年次有給休暇 、日 換算 場

合 、 時間 日 。

再任用短時間勤務職員 時間 単位 使用

年次有給休暇 日 換算 場合 、 日当

平均勤務時間数 日 。

改 正 後 改 正 前

（時間外勤務 命 際 考慮）

第 条 略

市町村教育委員会 、条例第 条第 項 規定 基

正規 勤務時間以外 時間 短時間勤務職

員（条例第 条第 項 規定 短時間勤務職員

（時間外勤務 命 際 考慮）

第 条 略

市町村教育委員会 、条例第 条第 項 規定 基

正規 勤務時間以外 時間 再任用短時間

勤務職員（条例第 条第 項 規定 再任用短時間

の

の の

で める は に は

に づき められた の

を で して た を じて た を た

りの を として に して た

に の があるときは これを

して た とする ただし その が

の によ

り すべきものとされている を る には

の により すべきものとされている と

する

の で

める は が された に じ

の に げる にあっては

その の を して が に め

る とする この において とい

う とする

の び

の にかかわらず の

の は とする

を く が を と

して した を に する は

をもって とする

が を として した

を に する は たりの

をもって とする

の

の の

で める は に に づ

き められた の を

で して た を じて た を たりの

を として に して た

に の があるときは これを

して た とする ただし その が

の により

すべきものとされている を る には

の により すべきものとされている と

する

の で

める は が された に じ

の に げる にあっ

ては その の を して が

に める とする この において

という とする

の び

の にかかわらず の

の は とする

を く が を

として した を に する

は をもって とする

が を として し

た を に する は たりの

をもって とする

を ずる の

は の に

づき の の において

に する をい

を ずる の

は の に

づき の の において

に する
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３ １

８ １
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１
１

９

２ ８ ２

３ １

９

２ ８ ２

２ ２

（県費負担教職員 勤務時間、休暇等 関 規則 一部改正）

第 条 県費負担教職員 勤務時間、休暇等 関 規則（平成 年鳥取県人事委員会規則第 号） 一部 次

改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正部分」 。） 対応 同表

改正後 欄中下線 引 部分（以下 条 「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該

改正部分 当該改正後部分 改 、改正後部分 対応 改正部分 存在 場合 、当該改正後部分

加 。

の に する の

の に する の を

のように する

の の の が かれた この において という に する の

の が かれた この において という が する には

を に め に する が しない には を

える

16 17６
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う じ に することを ずる には

の の が を する

の より く められている に

しなければならない

の

の の

で める は に は

に づき められた の

を で して た を じて た を た

りの を として に して た

に の があるときは これを

して た とする ただし その が

の によ

り すべきものとされている を る には

の により すべきものとされている と

する

の で

める は が された に じ

の に げる にあっては

その の を し が に め

る とする この において とい

う とする

の び

の にかかわらず の

の は とする

を く が を と

して した を に する は

をもって とする

が を として した

を に する は たりの

をもって とする

をいう じ に することを ず

る には の の

が を する の より く められ

ている に しなければならない

の

の の

で める は に に づ

き められた の を

で して た を じて た を たりの

を として に して た

に の があるときは これを

して た とする ただし その が

の により

すべきものとされている を る には

の により すべきものとされている と

する

の で

める は が された に じ

の に げる にあっ

ては その の を し が

に める とする この において

という とする

の び

の にかかわらず の

の は とする

を く が を

として した を に する

は をもって とする

が を として し

た を に する は たりの

をもって とする

。以下同 。） 勤務 命 場合 、

短時間勤務職員 正規 勤務時間 常時勤務 要

職員 勤務時間 短 定 趣旨 十分留

意 。

（年次有給休暇 日数）

第 条 条例第 条第 項第 号 人事委員会規則

定 日数 、 時間 条例第 条第 項又 第

項 基 定 短時間勤務職員 勤務時間数

除 得 数 乗 得 時間数 、 日当

平均勤務時間数 日 日 換算 得 日

数（当該日数 日未満 端数 、

四捨五入 得 日数） 。 、 日数

労働基準法（昭和 年法律第 号）第 条 規定

付与 日数 下回 場合 、

同条 規定 付与 日数

。

略

第 条 条例第 条第 項第 号 人事委員会規則 定

日数 、当該職員 採用 月 応 、別表第

日数欄 掲 日数（短時間勤務職員 、

者 勤務時間等 考慮 、人事委員会 別 定

日数 。以下 条 「基本日数」

。） 。

～ 略

（年次有給休暇 単位及 計算）

第 条 略

前項 規定 、短時間勤務職員 年次有

給休暇 単位 、 時間 。

職員（短時間勤務職員 除 。） 時間 単位

使用 年次有給休暇 、日 換算 場合 、

時間 日 。

短時間勤務職員 時間 単位 使用 年次

有給休暇 日 換算 場合 、 日当 平均勤

務時間数 日 。

勤務職員 。以下同 。） 勤務 命

場合 、再任用短時間勤務職員 正規 勤務時間

常時勤務 要 職員 勤務時間 短 定

趣旨 十分留意 。

（年次有給休暇 日数）

第 条 条例第 条第 項第 号 人事委員会規則

定 日数 、 時間 条例第 条第 項 基

定 再任用短時間勤務職員 勤務時間数

除 得 数 乗 得 時間数 、 日当

平均勤務時間数 日 日 換算 得 日数

（当該日数 日未満 端数 、 四

捨五入 得 日数） 。 、 日数 労

働基準法（昭和 年法律第 号）第 条 規定

付与 日数 下回 場合 、

同条 規定 付与 日数

。

略

第 条 条例第 条第 項第 号 人事委員会規則 定

日数 、当該職員 採用 月 応 、別表第

日数欄 掲 日数（再任用短時間勤務職員

、 者 勤務時間等 考慮 、人事委員会 別

定 日数 。以下 条 「基本日数」

。） 。

～ 略

（年次有給休暇 単位及 計算）

第 条 略

前項 規定 、再任用短時間勤務職員

年次有給休暇 単位 、 時間 。

職員（再任用短時間勤務職員 除 。） 時間

単位 使用 年次有給休暇 、日 換算 場

合 、 時間 日 。

再任用短時間勤務職員 時間 単位 使用

年次有給休暇 日 換算 場合 、 日当

平均勤務時間数 日 。
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１

１

附 則

規則 、任期付職員 採用等 関 条例 一部 改正 条例（平成 年鳥取県条例第 号） 施行

日 施行 。

この は の に する の を する の の

から する

16 73



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 20318

発行所 鳥取県鳥取市東町一丁目 鳥 取 県 【定価 部 月 円（送料 含 ）】220 2,200１ １か を む｡

古紙配合率 ％再生紙 使用100 を しています

(URL:http://www.pref.tottori.jp)


